
四日市市告示第４１号 

四日市市工事執行規則及び四日市市工事執行規程の施行に関し必要な書類の様式を

定める要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

平成２９年２月３日 

四日市市長 森 智 広 

四日市市工事執行規則及び四日市市工事執行規程の施行に関し必要な書類の様

式を定める要綱の一部を改正する要綱 

四日市市工事執行規則及び四日市市工事執行規程の施行に関し必要な書類の様式を

定める要綱（平成２３年四日市市告示第１０７号）の一部を次のように改正する。 

第５号様式、第７号様式から第１０号様式までを次のように改める。 



工事請負契約書〔第５号様式〕の条文の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （部分払） 

第 37 条 （略） 

２から５まで （略） 

６ 部分払金の額は、次の式により

算定する。この場合において第１

項の請負代金相当額は、発注者と

受注者とが協議して定める。ただ

し、発注者が前項の請求を受けた

日から 10 日以内に協議が整わな

い場合には、発注者が定め、受注

者に通知する。 

   部 分 払 金 の 額 ≦ 第 １ 項 の 請

負代金相当額×{９／10－（前

払金額＋中間前払金額）／請

負代金額} 

７ （略） 

 

 （部分引渡し） 

第 38 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り 準 用 さ れ る

第 32 条第１項の規定により請求

す る こ と が で き る 部 分 引 渡 し に

係る請負代金の額は、次の式によ

り算定する。この場合において、

指 定 部 分 に 相 応 す る 請 負 代 金 の

額は、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、発注者が前項

の規定により準用される第 32 条

 （部分払） 

第 37 条 （略） 

２から５まで （略） 

６ 部分払金の額は、次の式により

算定する。この場合において第１

項の請負代金相当額は、発注者と

受注者とが協議して定める。ただ

し、発注者が前項の請求を受けた

日から 10 日以内に協議が整わな

い場合には、発注者が定め、受注

者に通知する。 

   部 分 払 金 の 額 ≦ 第 １ 項 の 請

負代金相当額×（９／10－前

払 金 額 ＋ 中 間 前 払 金 額 ／ 請

負代金額） 

７ （略） 

 

 （部分引渡し） 

第 38 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り 準 用 さ れ る

第 32 条第１項の規定により請求

す る こ と が で き る 部 分 引 渡 し に

係る請負代金の額は、次の式によ

り算定する。この場合において、

指 定 部 分 に 相 応 す る 請 負 代 金 の

額は、発注者と受注者とが協議し

て定める。ただし、発注者が前項

の規定により準用される第 32 条



第１項の請求を受けた日から 14

日 以 内 に 協 議 が 整 わ な い 場 合 に

は、発注者が定め、受注者に通知

する。 

   部 分 引 渡 し に 係 る 請 負 代 金

の 額 ＝ 指 定 部 分 に 相 応 す る

請負代金の額×{１－（前払金

額＋中間前払金額）／請負代

金額} 

 

 （発注者の解除権） 

第 47 条 （略） 

２ 削除 

 

 

 

 

 

３ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約

金） 

第 47 条の２ 次の各号のいずれか

第１項の請求を受けた日から 14

日 以 内 に 協 議 が 整 わ な い 場 合 に

は、発注者が定め、受注者に通知

する。 

   部 分 引 渡 し に 係 る 請 負 代 金

の 額 ＝ 指 定 部 分 に 相 応 す る

請負代金の額×（１－前払金

額 ＋ 中 間 前 払 金 額 ／ 請 負 代

金額） 

 

 （発注者の解除権） 

第 47 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 が

解除された場合においては、受注

者は、請負代金の 10 分の１に相

当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注 者

の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な け

ればならない。 

３  第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で

の規定により、この契約が解除さ

れた場合において、第４条の規定

に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付 又 は こ

れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が 行 わ れ

ているときは、発注者は、当該契

約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ て 前 項

の 違 約 金 に 充 当 す る こ と が で き

る。 

 

 

 

 



に該当する場合においては、受注

者は、請負代金額の 10 分の１に

相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注

者 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な

ければならない。 

 ( 1 )  前条 の 規 定に よ り この 契 約

が解除された場合 

 ( 2 )  受注 者 が その 債 務 の履 行 を

拒否し、又は、受注者の責めに帰

す べ き 事 由 に よ っ て 受 注 者 の 債

務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た 場

合 

２  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契

約を解除した場合は、前項第二号

に該当する場合とみなす。 

 ( 1 )  受注 者 に つい て 破 産手 続 開

始の決定があった場合において、

破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管

財人 

  ( 2 )  受 注 者 に つ い て 更 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

会社更生法（平成 14 年法律第 15

4 号）の規定により選任された管

財人 

  ( 3 )  受 注 者 に つ い て 再 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

民事再生法（平成 11 年法律第 22

5 号）の規定により選任された再

生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第６号の規

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定により、この契約が解除された

場合を除く。）において、第４条

の 規 定 に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付

又 は こ れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が

行われているときは、発注者は、

当 該 契 約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ

て 第 １ 項 の 違 約 金 に 充 当 す る こ

とができる。 

 

第 48 条から第 50 条まで （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 51 条 （略） 

２ （略） 

３  第１項の場合において、第 34

条（第 40 条において準用する場

合を含む。）の規定による前払金

又は中間前払金があったときは、

当 該 前 払 金 の 額 及 び 中 間 前 払 金

の額（第 37 条及び第 41 条の規定

による部分払をしているときは、

そ の 部 分 払 に お い て 償 却 し た 前

払 金 及 び 中 間 前 払 金 の 額 を 控 除

した額）を同項前段の出来形部分

に 相 当 す る 請 負 代 金 額 か ら 控 除

する。この場合において、受領済

の 前 払 金 額 及 び 中 間 前 払 金 額 に

な お 余 剰 が あ る と き は 、 受 注 者

は、解除が第 47 条、第 47 条の２

第２項又は第 49 条の規定による

ときにあっては、その余剰額に前

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （解除に伴う措置） 

第 51 条 （略） 

２ （略） 

３  第１項の場合において、第 34

条（第 40 条において準用する場

合を含む。）の規定による前払金

又は中間前払金があったときは、

当 該 前 払 金 の 額 及 び 中 間 前 払 金

の額（第 37 条及び第 41 条の規定

による部分払をしているときは、

そ の 部 分 払 に お い て 償 却 し た 前

払 金 及 び 中 間 前 払 金 の 額 を 控 除

した額）を同項前段の出来形部分

に 相 当 す る 請 負 代 金 額 か ら 控 除

する。この場合において、受領済

の 前 払 金 額 及 び 中 間 前 払 金 額 に

な お 余 剰 が あ る と き は 、 受 注 者

は、解除が第 47 条又は 49 条の規

定によるときにあっては、その余

剰 額 に 前 払 金 又 は 中 間 前 払 金 の



払 金 又 は 中 間 前 払 金 の 支 払 い の

日 か ら 返 還 の 日 ま で の 日 数 に 応

じ 財 務 大 臣 が 決 定 す る 率 の 割 合

で 計 算 し た 額 の 利 息 を 付 し た 額

を、解除が第 48 条又は前条の規

定によるときにあっては、その余

剰 額 を 発 注 者 に 返 還 し な け れ ば

ならない。 

６及び７ （略） 

８  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 47 条又は第 47 条

の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る と き は

発注者が定め、第 48 条又は前条

の規定によるときは、受注者が発

注 者 の 意 見 を 聴 い て 定 め る も の

とし、第４項後段、第５項後段及

び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受 注 者 の と

るべき措置の期限、方法等につい

ては、発注者が受注者の意見を聴

いて定めるものとする。 

支 払 い の 日 か ら 返 還 の 日 ま で の

日 数 に 応 じ 財 務 大 臣 が 決 定 す る

率 の 割 合 で 計 算 し た 額 の 利 息 を

付した額を、解除が第 48 条又は

前 条 の 規 定 に よ る と き に あ っ て

は、その余剰額を発注者に返還し

なければならない。 

 

６及び７ （略） 

８  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 47 条の規定によ

るときは発注者が定め、第 48 条

又は前条の規定によるときは、受

注 者 が 発 注 者 の 意 見 を 聴 い て 定

めるものとし、第４項後段、第５

項 後 段 及 び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受

注者のとるべき措置の期限、方法

等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定めるものとする。 

 

 



工事請負契約書（単価契約用）〔第７号様式〕の条文の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （発注者の解除権） 

第 29 条 （略） 

２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約

金） 

第 29 条の２ 次の各号のいずれか

に該当する場合においては、受注

者は、契約単価に予定数量を乗じ

た額の 10 分の１に相当する額を

違 約 金 と し て 発 注 者 の 指 定 す る

期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な

い。 

 ( 1 )  前条 の 規 定に よ り この 契 約

が解除された場合 

 ( 2 )  受注 者 が その 債 務 の履 行 を

拒否し、又は、受注者の責めに帰

す べ き 事 由 に よ っ て 受 注 者 の 債

務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た 場

合 

２  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契

約を解除した場合は、前項第二号

 （発注者の解除権） 

第 29 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 が

解除された場合においては、受注

者は、契約単価に予定数量を乗じ

た額の 10 分の１に相当する額を

違 約 金 と し て 発 注 者 の 指 定 す る

期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



に該当する場合とみなす。 

 ( 1 )  受注 者 に つい て 破 産手 続 開

始の決定があった場合において、

破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管

財人 

  ( 2 )  受 注 者 に つ い て 更 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

会社更生法（平成 14 年法律第 15

4 号）の規定により選任された管

財人 

  ( 3 )  受 注 者 に つ い て 再 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

民事再生法（平成 11 年法律第 22

5 号）の規定により選任された再

生債務者等 

 

第 30 条から第 32 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 33 条 （略） 

２から６まで （略） 

７  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 29 条又は第 29 条

の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る と き は

発注者が定め、第 30 条又は前条

の規定によるときは、受注者が発

注 者 の 意 見 を 聴 い て 定 め る も の

とし、第４項後段、第５項後段及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 30 条から第 32 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 33 条 （略） 

２から６まで （略） 

７  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 29 条の規定によ

るときは発注者が定め、第 30 条

又は前条の規定によるときは、受

注 者 が 発 注 者 の 意 見 を 聴 い て 定

めるものとし、第４項後段、第５

項 後 段 及 び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受



び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受 注 者 の と

るべき措置の期限、方法等につい

ては、発注者が受注者の意見を聴

いて定めるものとする。 

注者のとるべき措置の期限、方法

等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定めるものとする。 

 

 



委託契約書〔第 8号様式〕の条文の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （発注者の解除権） 

第 43 条 （略） 

２ 削除 

 

 

 

 

 

３ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約

金） 

第 43 条の２ 次の各号のいずれか

に該当する場合においては、受託

者は、業務委託料の 10 分の１に

相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注

者 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な

ければならない。 

 ( 1 )  前条 の 規 定に よ り この 契 約

が解除された場合 

 ( 2 )  受託 者 が その 債 務 の履 行 を

 （発注者の解除権） 

第 43 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 が

解除された場合においては、受託

者は、業務委託料の 10 分の 1 に

相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注

者 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な

ければならない。 

３  第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で

の規定により、この契約が解除さ

れた場合において、第４条の規定

に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付 又 は こ

れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が 行 わ れ

ているときは、発注者は、当該契

約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ て 前 項

の 違 約 金 に 充 当 す る こ と が で き

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



拒否し、又は、受託者の責めに帰

す べ き 事 由 に よ っ て 受 託 者 の 債

務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た 場

合 

２  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契

約を解除した場合は、前項第二号

に該当する場合とみなす。 

 ( 1 )  受託 者 に つい て 破 産手 続 開

始の決定があった場合において、

破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管

財人 

  ( 2 )  受 託 者 に つ い て 更 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

会社更生法（平成 14 年法律第 15

4 号）の規定により選任された管

財人 

  ( 3 )  受 託 者 に つ い て 再 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

民事再生法（平成 11 年法律第 22

5 号）の規定により選任された再

生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第６号の規

定により、この契約が解除された

場合を除く。）において、第４条

の 規 定 に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付

又 は こ れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が

行われているときは、発注者は、

当 該 契 約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ

て 第 １ 項 の 違 約 金 に 充 当 す る こ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 44 条から第 47 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 48 条 この契約が解除された場

合において、第 34 条（第 37 条の

３ に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

場合を含む。）の規定による前払

金があったときは、受託者は、第

43 条、第 43 条の２第２項又は第

45 条の規定による解除にあって

は、当該前払金の額（第 37 条第

１ 項 又 は 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 部

分引渡しをしているときは、その

部 分 引 渡 し に お い て 償 却 し た 前

払金の額を控除した額）に当該前

払 金 の 支 払 い の 日 か ら 返 還 の 日

ま で の 日 数 に 応 じ 財 務 大 臣 が 決

定 す る 率 の 割 合 で 計 算 し た 額 の

利息を付した額を、第 44 条又は

第 46 条の規定による解除にあっ

ては、当該前払金の額を発注者に

返還しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、この

契約が解除され、かつ、前条第２

項 の 規 定 に よ り 既 履 行 部 分 の 引

渡しが行われる場合において、第

34 条（第 37 条の３において読み

替えて準用する場合を含む。）の

規 定 に よ る 前 払 金 が あ っ た と き

は、発注者は、当該前払金（第 3

 

第 44 条から第 47 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 48 条 この契約が解除された場

合において、第 34 条（第 37 条の

３ に お い て 読 み 替 え て 準 用 す る

場合を含む。）の規定による前払

金があったときは、受託者は、第

43 条又は第 45 条の規定による解

除 に あ っ て は 、 当 該 前 払 金 の 額

（第 37 条第１項又は第２項の規

定 に よ り 部 分 引 渡 し を し て い る

ときは、その部分引渡しにおいて

償 却 し た 前 払 金 の 額 を 控 除 し た

額）に当該前払金の支払いの日か

ら 返 還 の 日 ま で の 日 数 に 応 じ 財

務 大 臣 が 決 定 す る 率 の 割 合 で 計

算した額の利息を付した額を、第

44 条又は第 46 条の規定による解

除にあっては、当該前払金の額を

発 注 者 に 返 還 し な け れ ば な ら な

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、この

契約が解除され、かつ、前条第２

項 の 規 定 に よ り 既 履 行 部 分 の 引

渡しが行われる場合において、第

34 条（第 37 条の３において読み

替えて準用する場合を含む。）の

規 定 に よ る 前 払 金 が あ っ た と き

は、発注者は、当該前払金（第 3



7 条第１項又は第２項の規定によ

る部分引渡しがあった場合は、そ

の 部 分 引 渡 し に お い て 償 却 し た

前払金の額を控除した額）を前条

第 ３ 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た

既履行部分委託料から控除する。

この場合において、受領済みの前

払金になお余剰があるときは、受

託者は、第 43 条、第 43 条の２第

２項又は第 45 条の規定による解

除にあっては、当該余剰金に前払

金 の 支 払 い の 日 か ら 返 還 の 日 ま

で の 日 数 に 応 じ 財 務 大 臣 が 決 定

す る 率 の 割 合 で 計 算 し た 額 の 利

息を付した額を、第 44 条又は第 4

6 条 の 規 定 に よ る 解 除 に あ っ て

は、当該余剰金を発注者に返還し

なければならない。 

３及び４ （略） 

５  前 項 に 規 定 す る 撤 去 又 は 原 状

回 復 若 し く は 取 片 付 け に 要 す る

費用（以下この項及び次項におい

て「撤去費用等」という。）は、

次 の 各 号 に 掲 げ る 撤 去 費 用 等 に

つき、それぞれ各号に定めるとこ

ろ に よ り 発 注 者 又 は 受 託 者 が 負

担する。 

 (1) 業務の出来形部分に関する

撤去費用等 

    この契約の解除が第 43 条、

第 43 条の２第２項又は第 45 条に

7 条第１項又は第２項の規定によ

る部分引渡しがあった場合は、そ

の 部 分 引 渡 し に お い て 償 却 し た

前払金の額を控除した額）を前条

第 ３ 項 の 規 定 に よ り 定 め ら れ た

既履行部分委託料から控除する。

この場合において、受領済みの前

払金になお余剰があるときは、受

託者は、第 43 条又は第 45 条の規

定による解除にあっては、当該余

剰 金 に 前 払 金 の 支 払 い の 日 か ら

返 還 の 日 ま で の 日 数 に 応 じ 財 務

大 臣 が 決 定 す る 率 の 割 合 で 計 算

した額の利息を付した額を、第 4

4 条又は第 46 条の規定による解除

にあっては、当該余剰金を発注者

に返還しなければならない。 

 

３及び４ （略） 

５  前 項 に 規 定 す る 撤 去 又 は 原 状

回 復 若 し く は 取 片 付 け に 要 す る

費用（以下この項及び次項におい

て「撤去費用等」という。）は、

次 の 各 号 に 掲 げ る 撤 去 費 用 等 に

つき、それぞれ各号に定めるとこ

ろ に よ り 発 注 者 又 は 受 託 者 が 負

担する。 

 (1) 業務の出来形部分に関する

撤去費用等 

    この契約の解除が第 43 条

又は第 45 条によるときは受託者



よるときは受託者が負担し、第 4

4 条又は第 46 条によるときは発注

者が負担する｡ 

 (2) （略） 

６ （略） 

７  第 ３ 項 前 段 に 規 定 す る 受 託 者

のとるべき措置の期限、方法等に

ついては、この契約の解除が第 4

3 条、第 43 条の２第２項又は第 4

5 条によるときは発注者が定め、

第 44 条又は第 46 条の規定による

と き は 受 託 者 が 発 注 者 の 意 見 を

聴いて定めるものとし、第３項後

段 及 び 第 ４ 項 に 規 定 す る 受 託 者

のとるべき措置の期限、方法等に

ついては、発注者が受託者の意見

を聴いて定めるものとする。 

 

が負担し、第 44 条又は第 46 条に

よるときは発注者が負担する｡ 

 (2) （略） 

 

６ （略） 

７  第 ３ 項 前 段 に 規 定 す る 受 託 者

のとるべき措置の期限、方法等に

ついては、この契約の解除が第 4

3 条又は第 45 条によるときは発注

者が定め、第 44 条又は第 46 条の

規 定 に よ る と き は 受 託 者 が 発 注

者 の 意 見 を 聴 い て 定 め る も の と

し、第３項後段及び第４項に規定

す る 受 託 者 の と る べ き 措 置 の 期

限、方法等については、発注者が

受 託 者 の 意 見 を 聴 い て 定 め る も

のとする。 

 

 



委託契約書（単価契約用）〔第９号様式〕の条文の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （発注者の解除権） 

第 29 条 （略） 

２ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約

金） 

第 29 条の２ 次の各号のいずれか

に該当する場合においては、受注

者は、契約単価に予定数量を乗じ

た額の 10 分の１に相当する額を

違 約 金 と し て 発 注 者 の 指 定 す る

期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な

い。 

 ( 1 )  前条 の 規 定に よ り この 契 約

が解除された場合 

 ( 2 )  受注 者 が その 債 務 の履 行 を

拒否し、又は、受注者の責めに帰

す べ き 事 由 に よ っ て 受 注 者 の 債

務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た 場

合 

２  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契

約を解除した場合は、前項第二号

 （発注者の解除権） 

第 29 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 が

解除された場合においては、受注

者は、契約単価に予定数量を乗じ

た額の 10 分の１に相当する額を

違 約 金 と し て 発 注 者 の 指 定 す る

期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



に該当する場合とみなす。 

 ( 1 )  受注 者 に つい て 破 産手 続 開

始の決定があった場合において、

破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管

財人 

  ( 2 )  受 注 者 に つ い て 更 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

会社更生法（平成 14 年法律第 15

4 号）の規定により選任された管

財人 

  ( 3 )  受 注 者 に つ い て 再 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

民事再生法（平成 11 年法律第 22

5 号）の規定により選任された再

生債務者等 

 

第 30 条から第 32 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 33 条 （略） 

２から６まで （略） 

７  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 29 条又は第 29 条

の ２ 第 ２ 項 の 規 定 に よ る と き は

発注者が定め、第 30 条又は前条

の規定によるときは、受注者が発

注 者 の 意 見 を 聴 い て 定 め る も の

とし、第４項後段、第５項後段及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 30 条から第 32 条 （略） 

 

 （解除に伴う措置） 

第 33 条 （略） 

２から６まで （略） 

７  第 ４ 項 前 段 及 び 第 ５ 項 前 段 に

規 定 す る 受 注 者 の と る べ き 措 置

の期限、方法等については、この

契約の解除が第 29 条の規定によ

るときは発注者が定め、第 30 条

又は前条の規定によるときは、受

注 者 が 発 注 者 の 意 見 を 聴 い て 定

めるものとし、第４項後段、第５

項 後 段 及 び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受



び 第 ６ 項 に 規 定 す る 受 注 者 の と

るべき措置の期限、方法等につい

ては、発注者が受注者の意見を聴

いて定めるものとする。 

注者のとるべき措置の期限、方法

等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定めるものとする。 

 

 



委託契約書（業務委託契約用）〔第 10 号様式〕の条文の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

 （発注者の解除権） 

第 27 条 （略） 

２ 削除 

 

 

 

 

 

３ 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 （契約が解除された場合等の違約

金） 

第 27 条の２ 次の各号のいずれか

に該当する場合においては、受注

者は、業務委託料の 10 分の１に

相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注

者 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な

ければならない。 

 ( 1 )  前条 の 規 定に よ り この 契 約

が解除された場合 

 ( 2 )  受注 者 が その 債 務 の履 行 を

拒否し、又は、受注者の責めに帰

 （発注者の解除権） 

第 27 条 （略） 

２  前 項 の 規 定 に よ り こ の 契 約 が

解除された場合においては、受注

者は、業務委託料の 10 分の１に

相 当 す る 額 を 違 約 金 と し て 発 注

者 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な

ければならない。 

３  第 １ 項 第 １ 号 か ら 第 ５ 号 ま で

の規定により、この契約が解除さ

れた場合において、第４条の規定

に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付 又 は こ

れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が 行 わ れ

ているときは、発注者は、当該契

約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ て 違 約

金に充当することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



す べ き 事 由 に よ っ て 受 注 者 の 債

務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た 場

合 

２  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契

約を解除した場合は、前項第二号

に該当する場合とみなす。 

 ( 1 )  受注 者 に つい て 破 産手 続 開

始の決定があった場合において、

破産法（平成 16 年法律第 75 号）

の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管

財人 

  ( 2 )  受 注 者 に つ い て 更 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

会社更生法（平成 14 年法律第 15

4 号）の規定により選任された管

財人 

  ( 3 )  受 注 者 に つ い て 再 生 手 続 開

始の決定があった場合において、

民事再生法（平成 11 年法律第 22

5 号）の規定により選任された再

生債務者等 

３ 第１項の場合（前条第６号の規

定により、この契約が解除された

場合を除く。）において、第４条

の 規 定 に よ り 契 約 保 証 金 の 納 付

又 は こ れ に 代 わ る 担 保 の 提 供 が

行われているときは、発注者は、

当 該 契 約 保 証 金 又 は 担 保 を も っ

て 第 １ 項 の 違 約 金 に 充 当 す る こ

とができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 附 則 

 この要綱は、告示の日から施行する。 

（総務部調達契約課） 


